
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 委員等旅費 0.7 0.5

翌年度へ繰越し（D) - - - -

18

0.2

▲ 1

科学技術人勢育成費補助金事業「実社会課題に対応するコミュニケー
ションの推進事業」が令和５年度にて終了するため減

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

 毎年4月の科学技術週間等を活用して、科学技術に関して広く一般の国民の関心と理解を深め、我が国の科学技術の振興を図るとともに、科学技術人材育成費補助金において
令和元年度からは地域課題に対応するコミュニケーションの推進事業（補助率100%）にて、実社会課題を解決する際に必要な科学コミュニケーション活動の担い手となる科学コ
ミュニケーターを育成するため、地域課題解決の活動現場への参加等の実習を行う大学等の取組を支援する。

実施方法 直接実施、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 21 29.4 31.5

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

40.5 39.6 36.6 36.6 17.5

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 40.5 39.6 36.6 36.6 17.5

- - -

-

平成23年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 文科 22 0211

文部科学省

政策 7　イノベーション創出に向けたシステム改革

事業の目的
（5行程度以内）

科学技術の社会的信頼を得るために、広く国民を対象として、科学技術に触れ、体験・学習できる機会の拡充を図る。

人材政策課 人材政策課長　生田知子

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

第5期科学技術基本計画（平成28年1月22日閣議決定）
第6期科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月26日閣議
決定）

事業名 科学技術に関する理解増進 担当部局庁 科学技術・学術政策局 作成責任者

事業開始年度

施策 7-3　科学技術イノベーションの創出機能と社会との関係の強化

政策体系・評価書URL

主要経費 科学技術振興費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20221215-mxt_kanseisk01-000026547-21.pdf

(目)

事業概要URL -

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 36.6

86%

0.4

執行率（％）
=(G)/(F)

52% 74% 86%

研究振興費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
52%

主な増減理由（・要望額・予備費）

74%

令和6年度要求

(目)

(目)
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(目)

2 1

0

15

科学技術人材育成費補助金

庁費

謝金

職員旅費

その他

17.5

科学技術・イノベーションの推進にあたり、国民の科学技術リテラシーの向上を図りながら科学技術を振興することは重要な観点。｢科学技術週間｣は、科学技術について広く一般
の方々に理解と関心を深めていただき、日本の科学技術の振興を図ることを目的として、昭和35年2月に制定された（毎年4月18日の「発明の日」を含む1週間）。全国各地の科学
館、博物館、大学、試験研究所などでは、この科学技術週間にあわせ、講演会、展覧会、映画会、座談会、施設公開など科学技術に関するイベントなどを実施し、科学技術への
理解を深めている。文部科学省では、国民の皆様が科学技術に触れる機会を増やし、科学技術に関する知識を適切に捉えて柔軟に活用いただくことを目的として、平成17年よ
り、毎年、学習資料「一家に1枚」を発行している。また実社会課題解決に資する科学コミュニケーション活動に必要となる能力を有する人材の育成支援にも取り組んでいる（「今後
の科学コミュニケーションのあり方について」（平成31年2月8日、科学技術社会連携委員会）参照）。

令和6年度要求

-

-

-

https://www.mext.go.jp/content/20221215-mxt_kanseisk01-000026547-21.pdf
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https://www.mext.go.jp/content/20221215-mxt_kanseisk01-000026547-21.pdf
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https://www.mext.go.jp/content/20221215-mxt_kanseisk01-000026547-21.pdf
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アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

105.9

129

-293,975 310,501

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

毎年4月の科学技術週間では、学習資料「一家に1枚」の配布や全国での科学技術週間に合わせたイベント等の開催により、国民の科学リテラシーの向上が図ら
れている。
　科学技術週間及び「一家に1枚」等による国民の科学リテラシーの向上の測定指標として、科学技術週間ホームページの年間アクセス数を指標とし、前年度以
上を目標値として設定することとした。

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

101 129

323

目標値 機関 254

98.7 105.9

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

331,423

広く国民への科学技術の理解増進を示す測定指標として、学習資料「一家に１枚」の需要を表す配布協力機関数を指標とし、配布協力機関数の過去最大値を目
標値とすることとした。

155,451

63.1％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

293,975

令和2年度 令和3年度 令和4年度
4 年度

323

305

目標年度

4

毎年4月の科学技術週間では、学習資料「一家に1枚」の配布や全国での科学技術週間に合わせたイベント等の開催により、国民の科学リテラシーの向上が図ら
れている。
科学技術週間における国民が科学技術に触れる機会を提供することで国民の科学リテラシーの向上が促進される。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

文部科学省調べ

令和2年度 令和3年度

100.8

95

-

定量的な成果指標

科学技術週間における協力機関数を
前年度を上回る。

目標値 機関 89 101

年度

科学技術の理解増進の状況に関する
指数が毎年度向上する。

科学技術週間ホームページア
クセス数

達成度

単位 令和2年度

56

93.7 113.5 127.7

科学技術週間における協力
機関数

成果実績 機関 89

目標最終年度

達成度 ％

101

↓

活動内容①
（アクティビティ）

学習資料「一家に１枚」の配布協力機
関数を前年度を上回り配布を行う

学習資料「一家に１枚」配布枚
数（枚）

活動実績

年度

309 305

定量的な成果指標 単位

枚 310,501

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 枚

- -

-

活動目標 活動指標

239,637

達成度 ％

127.7

↓

学習資料「一家に１枚」の配布協力機
関数を前年度を上回る

学習資料「一家に１枚」配布協
力機関数

成果実績 機関 309 305

121.7

 毎年4月の科学技術週間等を活用して、科学技術に関して広く一般の国民の関心と理解を深め、我が国の科学技術の振興を図るため、学習資料「一家に１枚」
を制作・配布を行うとともに、実社会課題に対応するコミュニケーションの推進事業にて、地域課題解決の活動現場への参加等の実習を行う大学等の取組を支援
を行う。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

文部科学省調べ

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

文部科学省調べ

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

246,475

63.1

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

回 244,418 246,475 155,451

目標値 回 436,713 244,418 246,475



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和5年度実施)

短期アウトカム、中期アウトカムは概ね目標値を上
回っており、事業は順調に進捗していると評価できる。

点検結果

・本事業の予算は事業目的に即し真に必要なものに限定されており、適切に使用されてい
ると判断できる。
・額の確定調査を行う等、支出の合理性、用途について適切に確認しており、事業は着実
に実績を上げている。

-

-

本事業はH23年度以降、長期的に継続している国民全体を対象とした事業であるが、採択者は限定的である。改めて事業目的を明確化するとともに、短期・中期
アウトカムとも達成率100％を超えている成果指標が適切なものかどうか再検討されたい。

外部有識者の所見

事業目的について、明確化するとともに、事業内容との整合性を図る必要である。また、現状の事業内容が施策目標の達成に向けて整合性が取れているか検証が必要である。さらに成果指標について、成
果を図ることができているのか疑問であり、指標の設定について再考すべきである。

0193

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0188

-

-

令和2年度 文部科学省 0186

0200

令和4年度 2022 文科 21

引き続き、効果的・効率的な運営を行うとともに、国民の科学技術に関する理解の増進に努めるべきである。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 196

平成29年度 199

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 205

平成25年度 181

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

レビューチームの所見を踏まえ、引き続き適切に科学技術に関する理解増進の取組を実施するとともに、事業の目的、活動目標・実績及び成果目標・実績の指
標設定、当初見込み設定について年度内に改善を検討する。

事業内容の一部改善

年度内に改善を検討

167

平成30年度 197

平成23年度 28

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 178

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

文部科学省
32.1百万円

国民の科学技術に関する理解を増進させるため、科
学技術週間の総括等を行う。

庁費  14.4百万円

諸謝金 0.3百万円

A.科学技術人材育成費補助金
実社会課題に対応するコミュニケーションの推進

事業
17.4百万円
大学等（全２件）

社会課題を解決する際に必要な科学コ

ミュニケーション活動の担い手となる科

学コミュニケーターを育成するため、実

社会課題解決の活動現場への参加等の

実習を行う大学等の取組を支援する。

【補助金等交付】



　

支出先上位１０者リスト

A.

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

- - -2 国立大学法人大阪大学 4120905002554
社会課題を解決する際に必要な科学コ
ミュニケーション活動の担い手となる科学
コミュニケーターを育成する。

9 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 学校法人同志社 7130005004258
社会課題を解決する際に必要な科学コ
ミュニケーション活動の担い手となる科学
コミュニケーターを育成する。

9 補助金等交付 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

2

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 9 計

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 事業を実施するうえで必要となる業務担当者の経費等 7

事業実施費
事業を実施するうえで必要となる消耗品費、旅費、諸謝
金、通信運搬費、印刷製本費等


	行政事業レビューシート

